








































































































































































(1) ANDERSON & WEITZ の実証研究5）









































































意味にも解釈できる。実際、MORGAN & HUNT の論文でも機会主義的行動の測度のひとつに｢…
…･約束を守らない｣というのがあった。また、調査の結果から、依頼やクレームへの対応が素早い







　ANDERSON & WEITZ の実証研究からは、｢目標の一致度｣、｢メーカーの否定的評判｣、｢ディー
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５）この項は、Erin Anderson and Barton Weitz,“Deteminants of Continuity in Conventional Industrial Channel Dyads”,
Maeketing Science, Vol.8, No.4, 1989, pp310～323に依拠している。
６）この項は、Robert M.Morgan & Shelby D.Hunt,“The Commitment-Trust Theory of Relationship Marketing”,
消費財メーカーと組織小売業との信頼の因果分析 215
Journal of Marketing, Vol.58, July, 1994、pp20～38に依拠している。
７）拙稿｢メーカーと量販店の信頼関係に関する一考察｣『経営論集』47号、1998、44ページ参照。
８）解析用のデータは、1998年４月に組織小売業のバイヤーを対象にアンケート調査したもので、有効回答数
は117である。ただし、バイヤーの担当商品カテゴリーの１位メーカーと３位メーカーに対する評価を調
査しているので、解析用のデータ数は234あることになる。調査主体は、(社)日本マーケティング協会で
ある。なお、この調査表の設計･分析は筆者が担当した。
９）ここで使用するデータは、1999年３月に、スーパー、ＣＶＳのバイヤーに対するアンケート調査の結果で
ある。発送数は、1,594で、回収数は169、この内の有効回答151を分析対象とした。調査主体は（社）日
本マーケティング協会である。なお、この調査表の設計･分析は筆者が担当した。
10）この節のデータは、注記９）のアンケート調査からのデータである。
11）(社)日本マーケティング協会、『気になる企業の事例報告講演録』1998、123～134ページ。
12）ローカルスーパーでの取材で複数の企業で聞いた内容である。
（2000年１月14日受理）
